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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ユーザの身体に着脱自在に装着される着脱部材と、
　前記着脱部材に設けられ、電力供給による伸長および収縮の少なくとも一方の作動によ
り前記ユーザの筋力を補助する補助部と、
　前記補助部の作動を制御する制御部と
を備え、
　前記制御部は、前記着脱部材の着用時および取り外し時の少なくとも一方で、前記補助
部を伸長させることにより前記着脱部材を伸長させる補助用具。
【請求項２】
　前記補助部は弾性体を有し、前記補助部の伸長力は、前記着脱部材と前記弾性体とをそ
れぞれ伸長させる力を有する請求項１に記載の補助用具。
【請求項３】
　前記着脱部材を伸縮させる伸縮部をさらに備え、
　前記制御部は、前記着脱部材の着用時および取り外し時の少なくとも一方で前記伸縮部
を制御して前記伸縮部を伸長させることにより、前記着脱部材を伸長させる請求項１また
は２に記載の補助用具。
【請求項４】
　前記制御部は、前記伸縮部を制御して、前記着脱部材を前記ユーザの身体に接触させる
べく収縮させる請求項３に記載の補助用具。
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【請求項５】
　前記制御部は、前記補助部を制御して、前記着脱部材を前記ユーザの身体に接触させる
べく収縮させる請求項１から４のいずれか一項に記載の補助用具。
【請求項６】
　前記着脱部材を着用または取り外しする旨の着脱指示を入力する入力部を更に備え、
　前記制御部は、前記着脱指示が前記入力部によって入力された場合に、前記補助部を伸
長させる請求項１から５のいずれか一項に記載の補助用具。
【請求項７】
　前記着脱部材の伸縮状態を検出する検出部を更に備え、
　前記制御部は、前記検出部が検出した前記伸縮状態に基づいて、前記補助部を伸長させ
る請求項１から６のいずれか一項に記載の補助用具。
【請求項８】
　前記着脱部材は、前記ユーザの前記身体の一部を囲繞して、
　前記制御部は、着用時または取り外し時の少なくとも一方で前記着脱部材の周方向を伸
長させる請求項１から７のいずれか１項に記載の補助用具。
【請求項９】
　前記着脱部材は、前記ユーザの前記身体の一部を囲繞して、
　前記制御部は、前記着脱部材が囲繞する周方向と交差する方向に着脱部材を伸長させる
請求項１から８のいずれか１項に記載の補助用具。
【請求項１０】
　前記制御部は、前記着脱部材がユーザの身体に着用された状態よりも着脱部材を伸長さ
せる請求項１から９のいずれか１項に記載の補助用具。
【請求項１１】
　前記制御部は、着脱時の前記着脱部材の伸縮量に基づいて、前記着脱部材を伸縮させる
請求項１から１０のいずれか１項に記載の補助用具。
【請求項１２】
　前記制御部は、前記ユーザの身体情報から算出した着脱時の前記着脱部材の伸縮量に基
づいて、前記着脱部材を伸縮させる請求項１から１１のいずれか１項に記載の補助用具。
【請求項１３】
　前記制御部は、撮像された前記ユーザの画像から前記ユーザの前記身体情報を算出する
請求項１２に記載の補助用具。
【請求項１４】
　ユーザの身体に着脱自在に取り付けられ、電力供給による伸長および収縮の少なくとも
一方の作動により前記ユーザの筋力を補助する補助部と、
　前記補助部の作動を制御する制御部と
を備え、
　前記制御部は、前記補助部の着用時および取り外し時の少なくとも一方で、前記補助部
による前記身体の締め付けを調整する補助用具。
【請求項１５】
　前記制御部は、前記補助部を制御して前記補助部を伸長させる請求項１４に記載の補助
用具。
【請求項１６】
　前記補助部を着用または取り外しする旨の着脱指示を入力する入力部を更に備え、
　前記制御部は、前記着脱指示が前記入力部によって入力された場合に、前記補助部を伸
長させる請求項１４または１５に記載の補助用具。
【請求項１７】
　前記補助部の伸縮状態を検出する検出部を更に備え、
　前記制御部は、前記検出部が検出した前記伸縮状態に基づいて、前記補助部を伸長させ
る請求項１４から１６のいずれか一項に記載の補助用具。
【請求項１８】
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　ユーザの身体に着脱自在に固定され、伸縮可能な着脱部材を備え、
　前記着脱部材は、前記ユーザの前記身体の一部を囲繞して、
　前記制御部は、着用時および取り外し時の少なくとも一方で前記着脱部材の周方向を伸
長させる請求項１４から１７のいずれか１項に記載の補助用具。
【請求項１９】
　ユーザの身体に着脱自在に固定され、伸縮可能な着脱部材を備え、
　前記着脱部材は、前記ユーザの前記身体の一部を囲繞して、
　前記制御部は、前記着脱部材が囲繞する周方向と交差する方向に前記着脱部材を伸長さ
せる請求項１４から１７のいずれか１項に記載の補助用具。
【請求項２０】
　ユーザの身体に着脱自在に固定され、伸縮可能な着脱部材を備え、
　前記制御部は、前記着脱部材がユーザの身体に着用された状態よりも前記着脱部材を伸
長させる請求項１４から１７のいずれか１項に記載の補助用具。
【請求項２１】
　ユーザの身体に着脱自在に固定され、伸縮可能な着脱部材を備え、
　前記制御部は、着脱時の前記着脱部材の伸縮量に基づいて、前記着脱部材を伸縮させる
請求項１４から１７のいずれか１項に記載の補助用具。
【請求項２２】
　ユーザの身体に着脱自在に固定され、伸縮可能な着脱部材を備え、
　前記制御部は、前記ユーザの身体情報から算出した着脱時の前記着脱部材の伸縮量に基
づいて、前記着脱部材を伸縮させる請求項１４から１７のいずれか１項に記載の補助用具
。
【請求項２３】
　前記制御部は、撮像された前記ユーザの画像から前記ユーザの前記身体情報を算出する
請求項２２に記載の補助用具。
【請求項２４】
　ユーザの身体に着脱自在に固定され、伸縮可能な着脱部材を備え、
　前記補助部は弾性体を有し、前記補助部の伸長力は、前記着脱部材と前記弾性体とをそ
れぞれ伸長させる力を有する請求項１４から１７のいずれか一項に記載の補助用具。
【請求項２５】
　ユーザの身体に着脱自在に固定され、伸縮可能な着脱部材を備え、
　前記補助部は、前記着脱部材に設けられ、前記着脱部材の伸長および収縮の少なくとも
一方により前記ユーザの筋力を補助し、
　前記制御部は、前記着脱部材の着用時および取り外し時の少なくとも一方で前記補助部
を制御して前記補助部を伸長させることにより、前記着脱部材を伸長させる請求項１４か
ら１７のいずれか一項に記載の補助用具。
【請求項２６】
　前記補助部は弾性体を有し、前記補助部の伸長力は、前記着脱部材と前記弾性体とをそ
れぞれ伸長させる力を有する請求項２５に記載の補助用具。
【請求項２７】
　前記制御部は、前記補助部を制御して、前記補助部を前記ユーザの身体に接触させるべ
く収縮させる請求項２５または２６に記載の補助用具。
【請求項２８】
　前記補助部は、少なくとも２つのアクチュエータを備え、
　前記２つのアクチュエータは、互いに異なる方向に伸縮することによって前記着脱部材
を伸縮させる請求項１から１３、１８から２７のいずれか一項に記載の補助用具。
【請求項２９】
　ユーザの身体に着脱自在に装着される着脱部材と、
　前記着脱部材に設けられ、伸長および収縮の少なくとも一方により前記ユーザの筋力を
補助する補助部と、
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　前記着脱部材に設けられ、電力供給により前記着脱部材を伸縮させるべく作動する伸縮
部と、
　前記伸縮部の作動を制御する制御部と
を備え、
　前記制御部は、前記着脱部材の着用時および取り外し時の少なくとも一方で、前記着脱
部材による前記身体の締め付けを調整する補助用具。
【請求項３０】
　前記制御部は、前記着脱部材の着用時および取り外し時の少なくとも一方で前記伸縮部
を制御して前記伸縮部を伸長させることにより前記着脱部材を伸長させる請求項２９に記
載の補助用具。
【請求項３１】
　前記補助部は弾性体であり、前記伸縮部の伸長力は、前記着脱部材と前記弾性体とをそ
れぞれ伸長させる力を有する請求項２９または３０に記載の補助用具。
【請求項３２】
　前記着脱部材を着用または取り外しする旨の着脱指示を入力する入力部を更に備え、
　前記制御部は、前記着脱指示が入力部によって入力された場合に、前記着脱部材を伸長
させる請求項２９から３１のいずれか一項に記載の補助用具。
【請求項３３】
　前記着脱部材の伸縮状態を検出する検出部を更に備え、
　前記制御部は、前記検出部が検出した前記伸縮状態に基づいて、前記着脱部材を伸長さ
せる請求項２９から３２のいずれか一項に記載の補助用具。
【請求項３４】
　前記着脱部材は、前記ユーザの前記身体の一部を囲繞して、
　前記制御部は、着用時または取り外し時の少なくとも一方で前記着脱部材の周方向を伸
長させる請求項２９から３３のいずれか１項に記載の補助用具。
【請求項３５】
　前記着脱部材は、前記ユーザの前記身体の一部を囲繞して、
　前記制御部は、前記着脱部材が囲繞する周方向と交差する方向に前記着脱部材を伸長さ
せる請求項２９から３４のいずれか１項に記載の補助用具。
【請求項３６】
　前記制御部は、前記着脱部材がユーザの身体に着用された状態よりも前記着脱部材を伸
長させる請求項２９から３５のいずれか１項に記載の補助用具。
【請求項３７】
　前記制御部は、着脱時の前記着脱部材の伸縮量に基づいて、前記着脱部材を伸縮させる
請求項２９から３６のいずれか１項に記載の補助用具。
【請求項３８】
　前記制御部は、前記ユーザの身体情報から算出した着脱時の前記着脱部材の伸縮量に基
づいて、前記着脱部材を伸縮させる請求項２９から３７のいずれか１項に記載の補助用具
。
【請求項３９】
　前記制御部は、撮像された前記ユーザの画像から前記ユーザの前記身体情報を算出する
請求項３８に記載の補助用具。
【請求項４０】
　前記伸縮部は、少なくとも２つのアクチュエータを備え、
　前記２つのアクチュエータは、互いに異なる方向に伸縮することによって前記着脱部材
を伸縮させる請求項２９から３９のいずれか一項に記載の補助用具。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、補助用具に関する。
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【背景技術】
【０００２】
　弾性部材等によってユーザの筋肉を補助する補助用具が知られている（例えば、特許文
献１参照）。
　［特許文献１］　特開２００３－１５３９２８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　しかしながら、補助用具を着用した状態で補助用具をユーザの身体に密着させるために
、補助用具を着用した状態で弾性部材を伸長させている。このため、ユーザは、弾性部材
を引っ張りながら補助用具を着脱する必要があるため、着脱が困難であった。
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　本発明の第１の態様においては、ユーザの身体に着脱自在に取り付けられ、伸長および
収縮の少なくとも一方により前記ユーザの筋力を補助する補助部と、前記補助部の着用時
および取り外し時の少なくとも一方で前記補助部を制御して、前記補助部を伸長させる着
脱制御部と、備える補助用具を提供する。
【０００５】
　本発明の第２の態様においては、ユーザの身体に着脱自在に固定され、伸縮可能な着脱
部材と、前記着脱部材に設けられ、前記着脱部材の伸長および収縮の少なくとも一方によ
り前記ユーザの筋力を補助する補助部と、前記着脱部材に設けられ、前記着脱部材を伸縮
させる伸縮部と、前記着脱部材の着用時および取り外し時の少なくとも一方で前記伸縮部
を制御して前記伸縮部を伸長させることにより、前記着脱部材を伸長させる着脱制御部と
、を備える補助用具を提供する。
【０００６】
　本発明の第３の態様においては、ユーザの身体に着脱自在に取り付けられ、伸長および
収縮の少なくとも一方により前記ユーザの筋力を補助する補助部と、前記補助部を着用し
た後に前記補助部を制御して、前記補助部を前記ユーザの身体に接触させるべく収縮させ
る着脱制御部と、を備える補助用具を提供する。
【０００７】
　本発明の第４の態様においては、ユーザの身体に着脱自在に固定され、伸縮可能な着脱
部材と、前記着脱部材に設けられ、前記着脱部材の伸長および収縮の少なくとも一方によ
り前記ユーザの筋力を補助する補助部と、前記着脱部材に設けられ、前記着脱部材を伸長
および収縮の少なくとも一方をさせる伸縮部と、前記着脱部材を着用した後に前記伸縮部
を制御して、前記着脱部材を前記ユーザの身体に接触させるべく収縮させる着脱制御部と
、を備える補助用具を提供する。
【０００８】
　なお、上記の発明の概要は、本発明の必要な特徴の全てを列挙したものではない。また
、これらの特徴群のサブコンビネーションもまた、発明となりうる。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】ユーザに着用された補助用具１０の正面図である。
【図２】補助用具１０の制御系を説明するブロック図である。
【図３】補助用具１０によって実行される補助用具処理のフローチャートである。
【図４】副伸縮部を設けた補助用具１１０の正面図である。
【図５】ユーザに着用された補助用具２１０の正面図である。
【図６】ユーザに着用された補助用具３１０の正面図である。
【図７】ユーザに着用された補助用具４１０の正面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
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　以下、発明の実施の形態を通じて本発明を説明するが、以下の実施形態は請求の範囲に
かかる発明を限定するものではない。また、実施形態の中で説明されている特徴の組み合
わせの全てが発明の解決手段に必須であるとは限らない。
【００１１】
　図１は、ユーザに着用された補助用具１０の正面図である。図１に矢印で示す上下左右
を補助用具１０の上下左右方向とする。また、ユーザから見て前後を、補助用具１０の前
後方向とする。
【００１２】
　図１に示すように、補助用具１０は、ユーザの下半身に着用されて、ユーザの歩行また
は走行を支援する。補助用具１０は、ズボン部１２と、第１アクチュエータ１４と、第２
アクチュエータ１６と、第３アクチュエータ１８と、第４アクチュエータ２０と、配線２
２と、収納部２４と、電源部２６と、入力部２８と、制御部３０とを備える。第１アクチ
ュエータ１４、第２アクチュエータ１６、第３アクチュエータ１８、及び、第４アクチュ
エータ２０は、補助部の一例である。
【００１３】
　ズボン部１２は、着脱部材の一例である。ズボン部１２は、右足の大腿部、左足の大腿
部及び腰部を挿入可能なズボン形状である。ズボン部１２は、伸縮可能な化学繊維等から
なる。ズボン部１２は、ユーザの足を囲繞して一定の束縛力で締め付ける。これにより、
ズボン部１２は、着用された状態では、着脱自在な状態でユーザの足に固定される。
【００１４】
　第１アクチュエータ１４は、右足の大腿部を覆うズボン部１２の前面の右上から左下に
わたって設けられている。第１アクチュエータ１４は、帯状に形成されている。第１アク
チュエータ１４は、全長にわたって、ズボン部１２に貼り付けられて密着している。
【００１５】
　第１アクチュエータ１４は、電力供給されて、電圧が印加されると伸縮する高分子材料
を含む。第１アクチュエータ１４は、電圧が印加されると、図１に矢印で示す長手方向に
伸長または収縮する。第１アクチュエータ１４は、ユーザの筋力を補助する筋力補助状態
では、ズボン部１２に固定された固定状態で伸縮することにより、ズボン部１２の右足の
部分を伸長及び収縮の少なくとも一方をさせて、歩行時のユーザの右足の上昇または下降
に必要なユーザの筋力を補助する。第１アクチュエータ１４は、ズボン部１２の着用時及
び取り外し時に伸長することにより、図１の右足部分のズボン部１２に示すように伸長さ
せる。
【００１６】
　高分子材料の一例は、ポリロタキサン架橋体である。第１アクチュエータ１４は、平面
状のポリロタキサン架橋体の両面を伸縮性の電極で挟んだシート部材を巻くことによって
作製される。ここで、第１アクチュエータ１４の長手方向は、巻かれたシート部材の軸方
向と平行である。第１アクチュエータ１４は、柔軟性を有するので、着用した状態で歩行
したときのユーザの違和感を低減できる。第１アクチュエータ１４は、電圧を印加される
と伸長する。例えば、第１アクチュエータ１４は、着脱時に最大電圧を印加されることに
よって、最大量で伸長する。尚、本実施形態では、第１アクチュエータ１４の高分子材料
を、ポリロタキサン架橋体として説明する。
【００１７】
　高分子材料の別例は、非イオン性ゲルである。この場合、第１アクチュエータ１４は、
一対の外側電極と、一対の外側電極の間に配置されたメッシュ状のメッシュ電極と、メッ
シュ電極と各外側電極との間に設けられた非イオン性ゲルとを有する。非イオン性ゲルの
一例は、ジメチルスルホキシドを溶媒とするポリビニルアルコールのゲルである。この第
１アクチュエータ１４では、メッシュ電極に外側電極よりも高い電圧を印加すると、外側
電極から非イオン性ゲルに負電荷が注入されて、メッシュ電極に引き寄せられる。この結
果、一対の外側電極間の距離が収縮する。逆に電圧の印加を停止すると、非イオン性ゲル
の弾性力によって、元の状態に戻って伸長する。この外側電極、メッシュ電極及び非イオ
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ン性ゲルの組み合わせを複数積層することによって、伸縮量を増加させることができる。
【００１８】
　高分子材料の別例は、ポリピロール膜である。電解液中に浸漬されたポリピロール膜は
、電圧が印加されることにより、膨張または収縮する。例えば、正の電圧が印加されると
、ポリピロール膜は膨張する。負の電圧が印加されると、ポリピロール膜は収縮する。ま
た、第１アクチュエータ１４は、電圧の印加が停止されると、その伸長状態を維持する。
従って、第１アクチュエータ１４は、最大の正の電圧を印加することにより、最大量で伸
長させた状態で、電圧の印加を停止する。これにより、ユーザは、電圧印加後、ズボン部
１２を容易に着脱できる。第１アクチュエータ１４は、ポリピロール膜を含む場合、電解
液が必要となるので、第１アクチュエータ１４を封止する必要がある。
【００１９】
　第２アクチュエータ１６は、右足の大腿部を覆うズボン部１２の前面の左上から右下に
わたって設けられている。従って、第１アクチュエータ１４と第２アクチュエータ１６は
、右足の大腿部の前面で交差する。第３アクチュエータ１８は、左足の大腿部を覆うズボ
ン部１２の前面の左上から右下にわたって設けられている。第４アクチュエータ２０は、
左足の大腿部を覆うズボン部１２の前面の右上から左下にわたって設けられている。第３
アクチュエータ１８と第４アクチュエータ２０は、左足の大腿部の前面で交差する。第２
アクチュエータ１６、第３アクチュエータ１８及び第４アクチュエータ２０のその他の構
成は、第１アクチュエータ１４と同様なので説明を省略する。
【００２０】
　配線２２は、電源部２６と、第１アクチュエータ１４、第２アクチュエータ１６、第３
アクチュエータ１８及び第４アクチュエータ２０のそれぞれとを個別に電気的に接続する
。
【００２１】
　収納部２４は、ズボン部１２の上部に設けられている。収納部２４は、電源部２６、入
力部２８、及び、制御部３０を収納または保持する。
【００２２】
　電源部２６は、収納部２４に収納されている。電源部２６は、４本の配線２２を介して
、第１アクチュエータ１４、第２アクチュエータ１６、第３アクチュエータ１８及び第４
アクチュエータ２０のそれぞれ個別に電圧を印加する。
【００２３】
　入力部２８は、制御部３０に信号を送信可能に接続されている。入力部２８の一例は、
押しボタンである。ユーザは、入力部２８を操作することによって、補助用具１０の着用
または取り外しの開始時に着脱指示を入力する。これにより、入力部２８は、ズボン部１
２を着用または取り外しする旨の着脱指示を制御部３０に入力する。この結果、ズボン部
１２が、制御部３０によって伸長される。また、ユーザは、入力部２８によって、補助用
具１０の着脱完了時に着用指示を入力する。これにより、ズボン部１２が、収縮されてユ
ーザの足に接触して固定されるとともに、ユーザの歩行または走行の補助が開始する。着
用指示の入力によるズボン部の収縮量は、ユーザの身体の大きさに応じて予め設定しても
よく、また、収縮量を検出する検出部を設けて、この検出結果に基づいて収縮量を設定し
てもよい。検出部を設ける場合は、収縮量が、補助用具による補助機能が適切に機能する
収縮量であるか否かを検出する。
【００２４】
　制御部３０は、補助用具１０の制御全般を司る。制御部３０の一例は、コンピュータで
ある。
【００２５】
　図２は、補助用具１０の制御系を説明するブロック図である。図２に示すように、制御
部３０は、処理部６０と、格納部６２とを備える。処理部６０の一例は、ＣＰＵである。
処理部６０は、格納部６２に格納された補助用具処理プログラムを読み込むことによって
、取得部６４、着脱制御部６６、及び、補助制御部６８として機能する。
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【００２６】
　取得部６４は、入力部２８から着脱指示を取得する。取得部６４は、取得した着脱指示
を着脱制御部６６へと出力する。
【００２７】
　着脱制御部６６は、最初の着脱指示を取得すると、ズボン部１２の着用時または取り外
し時を含む着脱時と判定する。着脱制御部６６は、着脱時と判定すると、電源部２６を制
御することにより、第１アクチュエータ１４、第２アクチュエータ１６、第３アクチュエ
ータ１８及び第４アクチュエータ２０を制御して、伸長させる。これにより、着脱制御部
６６は、ズボン部１２を、周方向及び上下方向の両方向で伸長させる。ここでいう周方向
は、足の周りに沿った方向である。また、上下方向は、周方向と交差する方向の一例であ
る。ズボン部１２の伸長量の一例は、ズボン部１２がユーザに着用された状態よりも伸び
た量である。当該着脱時のズボン部１２の伸長量は、格納部６２に格納されている。着脱
制御部６６は、着脱指示を取得したときに、格納部６２に格納された伸長量に基づいて、
ズボン部１２を伸長させる。尚、複数の伸長量が、複数のユーザと関連付けて格納部６２
に格納されていてもよい。この場合、入力部２８が、指紋認証等によってユーザを特定す
ればよい。
【００２８】
　着脱制御部６６は、２回目の着脱指示を取得すると、電源部２６を制御して、第１アク
チュエータ１４、第２アクチュエータ１６、第３アクチュエータ１８及び第４アクチュエ
ータ２０への電圧の印加を停止する。また、着脱制御部６６は、補助制御部６８へと補助
指示を出力する。
【００２９】
　着脱制御部６６は、補助指示を出力した後、着脱指示を取得すると、補助制御部６８へ
と補助停止指示を出力する。着脱制御部６６は、補助停止指示を出力した後、電源部２６
を制御して、第１アクチュエータ１４、第２アクチュエータ１６、第３アクチュエータ１
８及び第４アクチュエータ２０に印加する電圧を制御して伸長させる。これにより、着脱
制御部６６は、ズボン部１２を、周方向及び長手方向の両方向で伸長させる。
【００３０】
　着脱制御部６６は、補助指示を出力した後、２回目の着脱指示を取得すると、電源部２
６を制御して、第１アクチュエータ１４、第２アクチュエータ１６、第３アクチュエータ
１８及び第４アクチュエータ２０への電圧の印加を停止する。
【００３１】
　補助制御部６８は、着脱制御部６６から補助指示を取得すると、電源部２６を制御して
、第１アクチュエータ１４、第２アクチュエータ１６、第３アクチュエータ１８及び第４
アクチュエータ２０に印加する電圧を制御して、ユーザの歩行または走行を補助する。
【００３２】
　補助制御部６８は、着脱制御部６６から補助停止指示を取得すると、電源部２６を制御
して、第１アクチュエータ１４、第２アクチュエータ１６、第３アクチュエータ１８及び
第４アクチュエータ２０への電圧印加を停止する。
【００３３】
　図３は、補助用具１０によって実行される補助用具処理のフローチャートである。補助
用具処理は、格納部６２に格納された補助用具プログラムを処理部６０が読み込むことに
よって、実行される。
【００３４】
　図３に示すように、補助用具処理では、着脱制御部６６が、着脱指示を取得したか否か
を判定する（Ｓ１０）。着脱制御部６６は、取得部６４を介して、着脱指示を取得するま
で、待機状態となる（Ｓ１０：Ｎｏ）。ユーザが入力部２８を操作すると、着脱制御部６
６は、取得部６４を介して、着脱指示を取得すると（Ｓ１０：Ｙｅｓ）、電源部２６を制
御して、第１アクチュエータ１４、第２アクチュエータ１６、第３アクチュエータ１８及
び第４アクチュエータ２０へ電圧を印加する（Ｓ１２）。これにより、ズボン部１２が、
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周方向及び長手方向に伸長する。ユーザは、伸長したズボン部１２を第１アクチュエータ
１４、第２アクチュエータ１６、第３アクチュエータ１８及び第４アクチュエータ２０と
ともに着用する。
【００３５】
　次に、ユーザがズボン部１２を着終わり、入力部２８を操作して着脱指示を入力すると
、着脱制御部６６は、取得部６４を介して、入力部２８から着脱指示を取得する（Ｓ１４
：Ｙｅｓ）。これにより、着脱制御部６６は、電源部２６を制御して、第１アクチュエー
タ１４、第２アクチュエータ１６、第３アクチュエータ１８及び第４アクチュエータ２０
への電圧印加を停止する（Ｓ１６）。次に、着脱制御部６６は、補助指示を補助制御部６
８へと出力する（Ｓ１８）。
【００３６】
　補助制御部６８は、補助指示を取得すると、補助処理を開始する（Ｓ２０）。補助処理
では、補助制御部６８は、電源部２６を制御して、第１アクチュエータ１４、第２アクチ
ュエータ１６、第３アクチュエータ１８及び第４アクチュエータ２０に印加する電圧を個
別に制御する。これにより、第１アクチュエータ１４、第２アクチュエータ１６、第３ア
クチュエータ１８及び第４アクチュエータ２０は、ユーザの足の上昇及び下降を補助して
、歩行及び走行を支援する。
【００３７】
　例えば、ユーザが右足を上げる場合、補助制御部６８は、電源部２６を介して、第１ア
クチュエータ１４及び第２アクチュエータ１６に印加する電圧を制御して、第１アクチュ
エータ１４及び第２アクチュエータ１６を収縮させる。尚、収縮させる方法は、電圧の印
加を停止することによって実現してもよく、印加する電圧を低減することによって実現し
てもよい。逆に、ユーザが右足を下げる場合、補助制御部６８は、電源部２６を介して、
第１アクチュエータ１４及び第２アクチュエータ１６に印加する電圧を制御して、第１ア
クチュエータ１４及び第２アクチュエータ１６を伸長させる。左足の上下の場合、補助制
御部６８は、電源部２６を介して、第３アクチュエータ１８及び第４アクチュエータ２０
の伸縮を制御する。ここで、補助制御部６８は、予め定められて格納部６２に格納された
電圧値及び時間間隔に基づいて電圧印加を制御する。
【００３８】
　また、ユーザが右方向に移動する場合、補助制御部６８は、電源部２６を介して、第１
アクチュエータ１４及び第４アクチュエータ２０に印加する電圧を制御して、第１アクチ
ュエータ１４及び第４アクチュエータ２０を収縮させる。ユーザが左方向に移動する場合
、補助制御部６８は、電源部２６を介して、第２アクチュエータ１６及び第３アクチュエ
ータ１８に印加する電圧を制御して、第２アクチュエータ１６及び第３アクチュエータ１
８を収縮させる。
【００３９】
　この後、着脱制御部６６が着脱指示を取得するまで（Ｓ２２：Ｎｏ）、補助制御部６８
は補助処理を継続する。着脱制御部６６は、取得部６４を介して、着脱指示を取得すると
（Ｓ２２：Ｙｅｓ）、補助制御部６８へと補助停止指示を出力する（Ｓ２４）。これによ
り、補助制御部６８は、補助処理を終了する（Ｓ２６）。着脱制御部６６は、電源部２６
を制御して、第１アクチュエータ１４、第２アクチュエータ１６、第３アクチュエータ１
８及び第４アクチュエータ２０への電圧印加を開始する（Ｓ２８）。これにより、ズボン
部１２が、周方向及び長手方向に伸長する。
【００４０】
　この後、着脱制御部６６は、着脱指示を取得するまで、電圧印加を継続して、待機状態
となる（Ｓ３０：Ｎｏ）。着脱制御部６６は、取得部６４を介して、着脱指示を取得する
と、電源部２６を制御して、第１アクチュエータ１４、第２アクチュエータ１６、第３ア
クチュエータ１８及び第４アクチュエータ２０への電圧印加を停止する（Ｓ３２）。尚、
着脱制御部６６は、ズボン部１２が収縮した状態で終了させてもよく、ズボン部１２が伸
長した状態で終了させてもよい。これにより、補助用具処理が終了する。
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【００４１】
　上述したように、補助用具１０では、ユーザがズボン部１２を着脱する時に、着脱制御
部６６が、第１アクチュエータ１４、第２アクチュエータ１６、第３アクチュエータ１８
及び第４アクチュエータ２０を伸長させることによって、ズボン部１２を伸長させる。こ
れにより、ユーザは、ズボン部１２を容易に着脱することができる。
【００４２】
　次に、上述した実施形態を変更した実施形態について説明する。
【００４３】
　図４は、副伸縮部を設けた補助用具１１０の正面図である。図４に示すように、補助用
具１１０は、第１副伸縮部７０と、第２副伸縮部７２と、第３副伸縮部７４と、第４副伸
縮部７６とを更に備える。ユーザの身体に着脱される服飾部材の一例であるズボン部１２
と、第１副伸縮部７０と、第２副伸縮部７２と、第３副伸縮部７４と、第４副伸縮部７６
とが着脱部材の一例である。
【００４４】
　第１副伸縮部７０は、右足の上部に対応するズボン部１２に設けられている。第２副伸
縮部７２は、左足の上部に対応するズボン部１２に設けられている。第１副伸縮部７０及
び第２副伸縮部７２は、上下方向に沿った長方形状に形成されている。
【００４５】
　第３副伸縮部７４は、右足の下部に対応するズボン部１２に設けられている。第４副伸
縮部７６は、左足の下部に対応するズボン部１２に設けられている。第３副伸縮部７４及
び第４副伸縮部７６は、水平方向に沿った長方形状に形成されている。
【００４６】
　ユーザが入力部２８を操作して、着脱指示を入力すると、着脱制御部６６は、ズボン部
１２の着用時及び取り外し時の少なくとも一方で第１副伸縮部７０、第２副伸縮部７２、
第３副伸縮部７４、及び、第４副伸縮部７６に電圧を印加して制御する。これにより、第
１副伸縮部７０及び第２副伸縮部７２は上下方向に伸長して、収縮状態のズボン部１２を
、図４の右足部分に示すように長手方向に伸長させる。一方、第３副伸縮部７４及び第４
副伸縮部７６は水平方向に伸長して、収縮状態のズボン部１２を、図４の右足部分に示す
ように周方向に伸長させる。これにより、ユーザは、容易にズボン部１２を着脱できる。
　図４に示す例において、着脱制御部６６は、ズボン部１２の着用時及び取り外し時の少
なくとも一方で、第１副伸縮部７０、第２副伸縮部７２、第３副伸縮部７４、及び、第４
副伸縮部７６を制御することに加え、第１アクチュエータ１４、第２アクチュエータ１６
、第３アクチュエータ１８及び第４アクチュエータ２０を制御することにより、ズボン部
１２を伸長させてもよい。
【００４７】
　図５は、ユーザに着用された補助用具２１０の正面図である。図５に示すように、補助
用具２１０は、シャツ部２１２と、第１アクチュエータ２１４と、第２アクチュエータ２
１６と、第３アクチュエータ２１８と、配線２２と、収納部２４と、電源部２６と、入力
部２８と、制御部３０とを備える。
【００４８】
　シャツ部２１２は、着脱部材の一例である。シャツ部２１２は、右手の上腕部、左手の
上腕部及び上半身を挿入可能なシャツ形状である。シャツ部２１２は、伸縮可能な化学繊
維等からなる。シャツ部２１２は、ユーザの上半身を囲繞して一定の束縛力で締め付ける
。これにより、シャツ部２１２は、着用された状態では、ユーザの上半身に固定される。
【００４９】
　第１アクチュエータ２１４は、ユーザの右肩から腰部の背面の右部分にわたって、シャ
ツ部２１２に設けられている。第２アクチュエータ２１６は、ユーザの左肩から腰部の背
面の左部分にわたって、シャツ部２１２に設けられている。第３アクチュエータ２１８は
、ユーザの背中の上部に、水平方向に伸びるように、シャツ部２１２に設けられている。
【００５０】
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　補助用具２１０では、ユーザが入力部２８を操作して、着脱指示を入力すると、着脱制
御部６６は、電源部２６を制御して、第１アクチュエータ２１４、第２アクチュエータ２
１６、及び、第３アクチュエータ２１８に電圧を印加して、伸長させる。これにより、第
１アクチュエータ２１４及び第２アクチュエータ２１６は、略上下方向に沿って伸長する
。この結果、シャツ部２１２が長手方向に伸長する。また、第３アクチュエータ２１８は
、水平方向に伸長する。これにより、シャツ部２１２は、周方向に伸長する。この結果、
ユーザは、シャツ部２１２を容易に着ることができる。
【００５１】
　補助用具２１０は、ユーザの筋力を補助する場合、第１アクチュエータ２１４及び第２
アクチュエータ２１６を伸縮させる。これにより、ユーザが、床に置かれた荷物等を容易
に持ち上げることができる。また、補助用具２１０は、第３アクチュエータ２１８を収縮
させることにより、ユーザの姿勢を矯正することができる。
【００５２】
　図６は、ユーザに着用された補助用具３１０の正面図である。補助用具３１０は、ズボ
ン部３１２と、第１弾性部材３１４と、第２弾性部材３１６と、第１副伸縮部３７０と、
第２副伸縮部３７２と、第３副伸縮部３７４と、配線２２と、収納部２４と、電源部２６
と、入力部２８と、制御部３０とを備える。
【００５３】
　第１弾性部材３１４は、右足の大腿部を覆うズボン部３１２の前面の右上から左下にわ
たって設けられている。第２弾性部材３１６は、左足の大腿部を覆うズボン部１２の前面
の左上から右下にわたって設けられている。第１弾性部材３１４及び第２弾性部材３１６
は、ズボン部３１２がユーザに着用された状態では、ユーザの足を上昇させるように弾性
力を足に作用させる。
【００５４】
　第１副伸縮部３７０は、腰部を覆うズボン部３１２の前面に設けられている。第１副伸
縮部３７０は、水平方向に伸びる。第２副伸縮部３７２は、右足の大腿部の下部を覆うズ
ボン部３１２の前面に設けられている。第２副伸縮部３７２は、水平方向に伸びる。第３
副伸縮部３７４は、左足の大腿部の下部を覆うズボン部３１２の前面に設けられている。
第３副伸縮部３７４は、水平方向に伸びる。
【００５５】
　補助用具３１０では、着脱制御部６６が、ズボン部３１２の着脱時に、第１副伸縮部３
７０、第２副伸縮部３７２、及び、第３副伸縮部３７４を伸長させる。これにより、ズボ
ン部３１２が、周方向に伸長するので、ユーザは容易にズボン部３１２を着用できる。
【００５６】
　図１から図６では、補助部が、制御部３０によって電気的に伸縮制御される第１アクチ
ュエータ１４、第２アクチュエータ１６、第３アクチュエータ１８、及び、第４アクチュ
エータ２０である例を示したが、これに代えて、例えばゴムのような弾性体を有し、電気
的な制御が行われない補助部を用いることができる。この場合、ズボン部３１２の着脱時
に、第１副伸縮部７０と、第２副伸縮部７２と、第３副伸縮部７４と、第４副伸縮部７６
とを、それぞれ着脱制御部６６により伸長させることにより、ズボン部３１２を伸長させ
る。第１副伸縮部７０、第２副伸縮部７２、第３副伸縮部７４、第４副伸縮部７６のそれ
ぞれの伸長量は、ズボン部３１２とユーザの身体との間に脱ぐのに十分な隙間ができる程
度の大きさであり、伸長力は、ズボン部３１２だけでなく補助部を伸長させる大きさに設
定される。
　また、補助部が、第１アクチュエータ１４、第２アクチュエータ１６、第３アクチュエ
ータ１８、及び、第４アクチュエータ２０のように電気的に伸縮制御されるアクチュエー
タと弾性体との両方を有する場合は、ズボン部３１２の着脱時に、アクチュエータを着脱
制御部６６により伸長させることによりズボン部３１２を伸長させてもよい。この場合、
アクチュエータの伸長力は、着脱部材と弾性体とをそれぞれ伸長させる大きさに設定され
る。
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【００５７】
　図７は、ユーザに着用された補助用具４１０の正面図である。補助用具４１０は、第１
アクチュエータ４１４と、第２アクチュエータ４１６と、配線２２と、収納部２４と、電
源部２６と、入力部２８と、制御部３０とを備える。第１アクチュエータ４１４は、ユー
ザの右足に着脱自在に取り付けられる。第１アクチュエータ４１４は、着用時は、ユーザ
の右足を複数回巻いて取り付けられる。第２アクチュエータ４１６は、ユーザの左足に着
脱自在に取り付けられる。第２アクチュエータ４１６は、着用時は、ユーザの左足を複数
回巻いて取り付けられる。着脱制御部６６は、ユーザが入力部２８を介して、着脱時であ
る旨を入力すると、着用時及び取り外し時の少なくとも一方で第１アクチュエータ４１４
及び第２アクチュエータ４１６を制御して、第１アクチュエータ４１４及び第２アクチュ
エータ４１６を伸長させる。
【００５８】
　上述した各実施形態の構成の形状、配置、個数等の数値、材料等は適宜変更してよい。
また、上述した実施形態は適宜組み合わせてよい。
【００５９】
　上述の実施形態では、ユーザが入力部２８によって着脱指示を入力したが、ユーザの着
脱を自動的に検出するようにしてもよい。この場合、補助用具は、ズボン部１２の伸縮状
態を検出して、ズボン部１２の伸長した長さを伸縮値として出力する検出部を有する。検
出部の一例は、圧力センサである。また、上述した各アクチュエータが、検出部を兼用し
てもよい。上述したアクチュエータは、外力が作用すると起電力を生じる。アクチュエー
タが兼用する検出部は、この起電力によって、ズボン部１２の伸縮状態の一例である伸縮
値を検出する。着脱制御部６６は、検出部から取得した伸縮値と、格納部６２に格納され
た伸縮閾値と比較とをする。検出部は、伸縮値が伸縮閾値以上であれば、ユーザがズボン
部１２を着脱する着脱時と判定して、着脱指示を着脱制御部６６へと出力する。検出部が
着脱時と判定する例は、ユーザがズボン部１２のウエストのゴムを予め定められた長さ以
上引っぱった場合である。これにより、着脱制御部６６は、アクチュエータを伸長させて
、ズボン部１２を伸長させる。
【００６０】
　上述の実施形態では、伸長量を格納部６２に格納して、当該伸長量に基づいて、着脱時
に各アクチュエータを伸長および収縮させたが、着脱制御部６６が伸長量および収縮量を
算出するようにしてもよい。格納部６２に格納されたユーザの身体情報、着脱制御部６６
が、格納部６２に格納されたユーザの身体情報からズボン部１２等の着脱時の伸長量およ
び収縮量を算出して、ズボン部１２を伸縮させてもよい。また、着脱制御部６６が、ユー
ザを撮像する撮像部を更に設けて、撮像部によって撮像されたユーザの画像から身体情報
を算出するようにしてもよい。
【００６１】
　各アクチュエータは、電圧印加によって伸長するタイプでもよく、電圧印加によって収
縮し、電圧印加していないときに最大長で伸長するタイプでもよい。電圧印加により収縮
するタイプの場合、着脱部材を取り外すときに電圧印加を止めることにより、着脱部材が
アクチュエータの伸長により伸ばされる。この場合、アクチュエータの伸長量は、電圧印
加していないときに、着脱部材の伸長量が着用時の伸長量よりも大きくなるように設定さ
れる。
【００６２】
　上述の実施形態では、ズボン部１２等の着脱部材の着用時及び取り外し時の両方で第１
アクチュエータ１４等のアクチュエータを伸長させる例を示したが、着脱部材の着用時及
び取り外し時の少なくとも一方でアクチュエータを伸長するようにしてもよい。
　また、上述の実施形態では、ズボン部１２等の着脱部材の着用時及び取り外し時の少な
くとも一方で第１アクチュエータ１４等のアクチュエータを伸長させる例を示したが、ユ
ーザの身体の大きさ、例えば脚の太さよりも大きいサイズのズボン部にアクチュエータを
設け、着用した後にアクチュエータ及び副伸縮部を制御することにより、ズボン部を身体
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　この場合も、上記したと同様に、着用指示の入力によるズボン部の収縮量は、ユーザの
身体の大きさに応じて予め設定してもよく、また、収縮量を検出する検出部を設けて、こ
の検出結果に基づいて収縮量を設定してもよい。検出部を設ける場合は、収縮量が、補助
用具による補助機能が適切に機能する収縮量であるか否かを検出する。
【００６３】
　以上、本発明を実施の形態を用いて説明したが、本発明の技術的範囲は上記実施の形態
に記載の範囲には限定されない。上記実施の形態に、多様な変更または改良を加えること
が可能であることが当業者に明らかである。その様な変更または改良を加えた形態も本発
明の技術的範囲に含まれ得ることが、請求の範囲の記載から明らかである。
【００６４】
　請求の範囲、明細書、および図面中において示した装置、システム、プログラム、およ
び方法における動作、手順、ステップ、および段階等の各処理の実行順序は、特段「より
前に」、「先立って」等と明示しておらず、また、前の処理の出力を後の処理で用いるの
でない限り、任意の順序で実現しうることに留意すべきである。請求の範囲、明細書、お
よび図面中の動作フローに関して、便宜上「まず、」、「次に、」等を用いて説明したと
しても、この順で実施することが必須であることを意味するものではない。
【符号の説明】
【００６５】
　１０　補助用具、　　　　１２　ズボン部、　　　　１４　第１アクチュエータ、　　
　　１６　第２アクチュエータ、　　　　１８　第３アクチュエータ、　　　　２０　第
４アクチュエータ、　　　　２２　配線、　　　　２４　収納部、　　　　２６　電源部
、　　　　２８　入力部、　　　　３０　制御部、　　　　６０　処理部、　　　　６２
　格納部、　　　　６４　取得部、　　　　６６　着脱制御部、　　　　６８　補助制御
部、　　　　７０　第１副伸縮部、　　　　７２　第２副伸縮部、　　　　７４　第３副
伸縮部、　　　　７６　第４副伸縮部、　　　　１１０　補助用具、　　　　２１０　補
助用具、　　　　２１２　シャツ部、　　　　２１４　第１アクチュエータ、　　　　２
１６　第２アクチュエータ、　　　　２１８　第３アクチュエータ、　　　　３１０　補
助用具、　　　　３１２　ズボン部、　　　　３１４　第１弾性部材、　　　　３１６　
第２弾性部材、　　　　３７０　第１副伸縮部、　　　　３７２　第２副伸縮部、　　　
　３７４　第３副伸縮部、　　　　４１０　補助用具、　　　　４１４　第１アクチュエ
ータ、　　　　４１６　第２アクチュエータ
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